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１．平成20年３月期の連結業績（平成19年４月１日～平成20年３月31日）

（注）当社は、平成20年３月期より連結財務諸表を作成しているため、平成19年３月期の数値及び対前期増減率について

は記載しておりません。

(1）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

20年３月期 5,085 － △293 － △591 － △561 －
19年３月期 － － － － － － － －

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％
20年３月期 △19.80 － － － △5.8
19年３月期 － － － － －

（参考）持分法投資損益 20年３月期 4百万円 19年３月期 －百万円

(2）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

20年３月期 － － － －
19年３月期 － － － －

（参考）自己資本 20年３月期 －百万円 19年３月期 －百万円

（注）当連結会計年度末には連結子会社が存在しないため、連結貸借対照表は作成しておりません。

(3）連結キャッシュ・フローの状況

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円
20年３月期 66 △3,808 3,453 680
19年３月期 － － － －

２．配当の状況
１株当たり配当金 配当金総額

(年間)
配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）（基準日） 第１四半期末 中間期末 第３四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

19年３月期 0.00 0.00 0.00 4.00 4.00 65 － －

20年３月期 0.00 0.00 0.00 1.00 1.00 41 － －

21年３月期（予想） 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 － 0.0 －

 　（注）20年３月期の配当原資には、資本剰余金が含まれています。詳細は、３ページ「資本剰余金を配当原資とする

　　　　 配当金の内訳」をご覧ください。

３．平成21年３月期の連結業績予想（平成20年４月１日～平成21年３月31日）

　現時点において連結子会社がなく、平成21年３月期に係わる連結財務諸表を作成する予定はありませんので、連結

業績予想は記載しておりません。
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４．その他

(1）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　有

新規 1社 （社名　ＭＳエイジア株式会社） 除外 1社 （社名　ＭＳエイジア株式会社）

（注）詳細は、６ページ「企業集団の状況」をご覧ください。

(2）連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な

事項の変更に記載されるもの）

①　会計基準等の改正に伴う変更　無

②　①以外の変更　　　　　　　　無

(3）発行済株式数（普通株式）

①　期末発行済株式数（自己株式を含む） 20年３月期 42,849,935株 19年３月期 16,300,000株

②　期末自己株式数 20年３月期 1,047,496株 19年３月期 7,556株

（注）１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、22ページ「１株当たり情報」をご覧

ください。

（参考）個別業績の概要

１．平成20年３月期の個別業績（平成19年４月１日～平成20年３月31日）

(1）個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

20年３月期 5,079 △15.4 △192 － △479 － △561 －

19年３月期 6,000 16.5 191 △37.2 △487 － △1,347 －

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

20年３月期 △19.80 －

19年３月期 △82.74 －

(2）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

20年３月期 10,569 5,913 55.6 140.55

19年３月期 8,769 3,106 35.4 190.67

（参考）自己資本 20年３月期 5,875百万円 19年３月期 3,106百万円

２．平成21年３月期の個別業績予想（平成20年４月１日～平成21年３月31日）

（％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

中間期 2,500 △10.8 58 － 38 － 18 － 0.43

通期 5,600 10.2 200 － 150 － 100 － 2.39

※　業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

上記の予想は、本資料発表日現在において想定できる経済情勢、市場動向などを前提として作成したものであり、

今後の様々な要因により、予想と異なる結果となる可能性があります。尚、上記業績予想に関連する事項としては、

添付資料の「経営成績及び財政状態」を併せてご参照下さい。

（株）宮入バルブ製作所（6495）平成 20 年３月期決算短信
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 資本剰余金を配当原資とする配当金の内訳

 　20年３月期の配当のうち、資本剰余金を配当減資とする配当金の内訳は以下のとおりです。

基準日 期末 年間

 １株当たり配当金 1円00銭 1円00銭 

 配当金総額 41百万円 41百万円 

　　（注）純資産減少割合　0.008

（株）宮入バルブ製作所（6495）平成 20 年３月期決算短信
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１．経営成績
(1）経営成績に関する分析

①  当期の経営成績

当期におけるわが国経済は、期前半は企業収益の改善を背景に設備投資の増加や雇用環境の改善が見られるなど、

景気は緩やかな回復基調で推移いたしましたが、期後半に入り原油価格および原材料価格の高騰、更にはサブプラ

イムローン問題に端を発した世界的な金融不安等により、景気の先行きに不透明感が強まってまいりました。

このような状況のもと、当グループにおきましては、主力製品であります液化石油ガス容器用弁の需要が、容器

検査期間の延長に伴う減少により、製品売上高、屑売上高ともに大幅に減少したことから以下のような製品別の売

上概況となりました。 

 

科　　目　
当　　期

金　額　（百万円）　

　容器用弁 1,700

　ＬＰＧ用弁類・機器 1,979

　その他弁類・機器 290

　その他 265

　屑売上高 848

合　　計 5,085

 

収益面におきましては、生産の効率化、および徹底した経費削減施策による製造原価の低減を図るとともに、高騰

する原材料価格を販売価格に転嫁することを急務とし営業活動を行ってまいりましたが、結果として販売価格への

転嫁が十分に浸透出来ませんでした。

また、連結子会社のベトナム進出に伴う起業コストの増加も加わり、大幅な減益となりました。

この結果、当期の売上高は5,085百万円、営業損失は293百万円となり、営業外費用に有価証券運用損104百万円お

よび棚卸資産評価損81百万円等を計上したことから経常損失は591百万円となりました。

また、特別損失に投資有価証券評価損21百万円および不採算部門の廃止に伴う減損損失10百万円等を計上しまし

た結果、当期純損失は561百万円となりました。

なお、当期から連結決算になりましたので、前期比較数値は表示しておりません。

②  次期の見通し

当期より引き続き原材料価格は高値で推移する見通しでありますが、材料価格の上昇分を販売価格へ転嫁するこ

とが徐々に浸透してきており、主力製品であります液化石油ガス容器用弁の需要も回復してくる見通しであること

から、売上高は増加する見通しであります。

収益面につきましても、更なる生産効率の向上、徹底した経費抑制、製造原価低減に向けた取組みおよび不採算

部門の廃止、不採算製品の設計見直し等を図り、収益の改善を図ってまいります。

なお、当期より連結子会社となりましたＭＳエイジア株式会社は、平成20年3月21日付「子会社の異動（譲渡）に

関するお知らせ」にてお知らせいたしましたとおり、同日付をもって株式会社インベストサイゴンに売却いたしま

したので、次期は個別決算となります。

通期の個別売上高は5,600百万円を計画しておりますが、現時点での製品分類別の売上高の予想は次のとおりです。

平成21年３月期　通期売上予想（製品分類別）

金額（百万円） 構成比（％）

 容器用弁 2,360 42.1

ＬＰＧ用弁類・機器 2,150 38.4

その他弁類・機器 200 3.6

その他 90 1.6

屑売上高 800 14.3

合    計 5,600 100.0

（株）宮入バルブ製作所（6495）平成 20 年３月期決算短信
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(2）財政状態に関する分析

①　資産、負債及び純資産の状況

連結貸借対照表は作成しておりませんが、参考として個別財務諸表における状況を説明いたします。

当事業年度末の総資産は、前事業年度末に比べ1,799百万円増加の10,569百万円となりました。

資産につきましては、流動資産が前事業年度末に比べ1,674百万円減少の3,440百万円となりました。

主な要因は、原材料、半製品等のたな卸資産の減少322百万円によるものです。

 　　　また、固定資産は、前事業年度末に比べ3,474百万円増加の7,128百万円となりました。主な要因は、長期貸付

金の増加3,030百万円によるものです。

負債につきましては、流動負債が前事業年度末に比べ1,636百万円減少の1,438百万円となりました。主な要因は、

短期借入金および1年以内返済予定の長期借入金の減少766百万円によるものです。

また、固定負債は、前事業年度末に比べ629百万円増加の3,217百万円となりました。主な要因は、新株予約権

付社債の増加800百万円によるものです。

純資産につきましては、前事業年度末に比べ2,807百万円増加の5,913百万円となりました。主な要因は、新株予

約権付社債および新株予約権の行使による新株発行によるものです。

②　キャッシュ・フローの状況

　当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。」は、新株予約権付社債および新株予約

権による資金調達4,460百万円を行いましたが、貸付による支出2,940百万円等により、当連結会計年度末には

680百万円となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は66百万円となりました。

これは主に、在庫政策の実施により、原材料、半製品をはじめとするたな卸資産が241百万円減少したためです。

(投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は3,808百万円となりました。

これは主に、貸付による支出2,940百万円、ベトナムの生産拠点立ち上げ等の有形固定資産の取得支出306百万

円によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果得られた資金は3,453百万円となりました。

これは主に、新株予約権付社債、新株予約権の発行および新株予約権の行使4,460百万円によるものです。

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社は、株主の皆様に対しての利益配当を経営の重要な課題のひとつとして位置づけており、事業展開の状況と各

期の経営成績を総合的に勘案して決定することを基本方針としております。

当期につきましては、平成20年6月27日開催予定の当社第63回定時株主総会において、付議予定であります「資本

準備金の額の減少の件」および「剰余金の処分の件」が承認可決されることを条件として、１株当たり1円の期末配

当を予定しております。

今後につきましても、安定した財務体質に裏づけられた経営基盤の強化を図るため、内部留保と配当のバランスを

はかりながら、株主の皆様へ継続的な配当が実施できますよう努力してまいります。

(4）事業等のリスク

当社の財政状態、経営成績および株価等に影響を及ぼす可能性のあるリスクは当事業年度末現在において、以下の

ようなものがあります。

なお、当社は、これらのリスクの発生の可能性を認識し、発生の回避および発生した場合の対応に努める所存であ

ります。

①　原材料価格の変動

液化石油ガス容器用弁の主要原材料である黄銅材および鉄鋼製装置用弁の主要原材料である鋳物の価格は、製造

原価に大きく影響いたします。両者の市場価格が大きく変動した場合、当社の財政状態および経営成績等に影響を

及ぼす可能性があります。

（株）宮入バルブ製作所（6495）平成 20 年３月期決算短信
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②　減少傾向にあるＬＰＧ関連製品の国内市場規模

従来の事業の中心となっているＬＰＧ用バルブの国内市場規模は、長期的には緩やかに縮小していくことが予想

されているため、今後、ＬＰＧ用バルブの製造及び販売に偏った事業展開を行った場合、全体の売上減少は避ける

ことができないことが予想されます。

このような事態に対処するため、ＬＰＧ以外の市場向け製品（水素・ＬＮＧ・ＤＭＥ等のクリーンエネルギーに

対応した製品）の開発、海外での営業戦略の見直し、また、バルブ以外の事業の可能性について検討を進めており

ます。

③　株価変動

当社は、取引先や関連会社等を中心に市場性のある株式を保有しておりますので、株価の変動により財政状態お

よび経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。

④　訴訟

当社は、業務の遂行にあたり法令遵守などコンプライアンス経営に努めておりますが、国内外の事業活動の遂行

にあたり、刑事・民事・独占禁止法・製造物責任法・知的財産権・環境問題等に関連した訴訟を提起されるリスク

を負っており、その結果、財政状態および経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。

⑤　当社は、上記以外の項目に関しても偶発事象に起因する事業環境の変動リスクを負っており、その変動により財

政状態および経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。

２．企業集団の状況
平成19年5月1日に100％出資の連結子会社ＭＳエイジア株式会社を設立し、併せて連結子会社であるＭＳエイジア

は、平成19年8月16日、ベトナムに100％出資の在外子会社MS ASIA VIETNAM CO.,LTDを設立いたしました。さらにＭ

Ｓエイジア株式会社は平成20年1月8日設立したＢＭシンドウ株式会社の株式を同日32.1％取得したことにより子会社

２社、関連会社1社から企業集団は構成されておりましたが、平成20年3月21日にＭＳエイジア株式会社の全株式を売

却いたしました。

従いまして、平成20年３月末日現在におきましては、該当事項はありません。

３．経営方針
(1）会社の経営の基本方針

当社は、安全で高品質、高技術の製品を提供することで、お客様から必要とされ信頼される企業になることで

企業価値を向上させ、社会に貢献する企業を目指しております。

 

(2）会社の利益配分に関する基本方針

当社は、企業体質の一層の強化・充実を進め、長期にわたり安定した経営基盤の確立と業績向上に努力すると

同時に、安定した配当を継続して実施していくことを基本として、各期の経営成績と事業展開の状況を総合的に

勘案して決定することを基本方針としております。

 

(3）目標とする経営指標

当社の目標とする経営指標は、下記の通りです。

売上原価率は製造現場の効率を計る指標として、また自己資本利益率（ＲＯＥ）は株主の皆様からの受託資本

の運用効率を計る指標として共々重視しており、それぞれの指標ごとに定めた目標数値の達成を目指すことによ

り、より一層の経営の効率化を図ってまいります。

 

経営目標  

　売上原価率 70％以下　

　売上高経営利益率 10％以上　

　自己資本利益率 10％以上　
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（4）中長期的な会社の経営戦略

液化石油ガス容器用弁等の成長が鈍化傾向にある製品群に取って代わる新しい製品群（例えば、環境対策とな

るクリーンエネルギーに対応した製品およびＬＰＧ以外の市場向け製品等）の開発と販売充実に力点を置き、ま

た、生産改善と製造原価低減による経営の効率化に努めることを主眼として経営を行います。

①　営業戦略

　基幹事業であるＬＰガス容器用弁の販売におきましては、法改正による容器検査期間延長に伴う需要減少が平

成19年度で一段落したことから、既存シェアを維持拡大しつつ適正利益の確保を図ります。

バルク供給システム用の各種バルブ製品は、現在トップシェアを確保しておりますが、今後もこのシェアの維

持拡大を図ると共に、新製品需要新分野に対する営業力の拡大に努めてまいります。　

 

　②　製品開発

　基幹事業であるＬＰガス関連製品の開発に加え、地球環境保全の観点から、クリーンエネルギーとして注目され

ているＬＮＧ、ＤＭＥ、水素用バルブおよび関連製品の開発を積極的に推進していく所存であります。

　 ③　生産改善

　既存の生産管理システムの抜本的な見直しを図り、新生産管理システムを導入し、製造現場での無駄を排除し生

産効率を高めるとともに、棚卸資産の極小化、生産リードタイムの短縮、不適合品の撲滅、輸送コストの削減等に

つなげる所存であります。

 

 (5) 会社の対処すべき課題

 昨年来から引き続く各種原材料費の高騰に対処すべく、製品全般の販売価格の見直しおよび製造原価の低減を目

的に海外からの部材調達、ベトナム業務提携企業との連携、既存製品の仕様見直し等を実施し、適正利益の確保と

安定供給を図る所存であります。

　また、当社の主力製品でありますＬＰガス用バルブにつきましては、液石法の改正、電力との競争激化、新エネ

ルギーへの転換等により、市場規模が縮小していくことが、今後当社の業績に与える影響は少なくありません。当

社では、こうした市場動向の変化に適確かつ柔軟に対応していくことが、今後の恒久的課題であると認識しており、

具体的に次の5点を重要課題として対策を実施していく所存であります。

　①　既存製品のシェア維持および拡大

　②　ＬＮＧ、ＤＭＥ、水素等クリーンエネルギーに対応した新製品の開発

　③　工場改革プロジェクト（Ｍａｐ：Miyairi a Project）による工場改革の推進

　④　海外の業務提携企業との連携による製造原価低減

　⑤　人事・賃金制度等、既存の社内システムの見直しおよび改革による組織の活性化

 

 (6) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況

　　①　コーポレート・ガバナンスに対する基本的な考え方

　　　　当社は、コーポレート・ガバンスの重要性を認識し、法令遵守と透明性の高い経営、迅速かつ適正な意思決定を

図り、経営の健全性の向上を達成することによって株主価値を高めることを経営上重要な課題の一つとして位置づ

けております。

　その実現のために、株主総会、取締役会、監査役会、会計監査人など、法律上の機能制度を一層強化・改善・整

備しながらコーポレート・ガバナンスを充実させていきたいと考えております。

　また、株主および投資家の皆様へは、迅速・正確な情報開示を確実に実施することに努め、できる限り広く情報

公開を行い、経営の透明性を高めてまいります。

　②　コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況

　　a. 会社の経営上の意思決定、執行および監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

　1）会社の機関の内容

　当社は監査役制度を採用する会社として、それに必要な経営体制を整えることを基本としております。

　運営面においては、各取締役が各々の判断により意見を述べられる独立性を確保し、各部毎に責任者を置いた

上で、運営状況や個々の戦略、リスク管理等について、報告・検討・確認を行う部長会を定期に開催しておりま

す。

　当社では、現在社外取締役の選任は行っておりませんが、社外監査役３名を含んだ４名の監査役体制で臨むと

ともに、取締役と監査役との定期懇談会を行い、監査役制度の充実を図っております。

　2）内部統制システム及びリスク管理並びに内部監査体制の整備の状況

　当社は、取締役会、監査役会、部長会議を軸とした相互の連携および牽制により、コンプライアンス対応およ

びリスク情報の共有を図るため企業統治の向上を推進する体制をとっております。

（株）宮入バルブ製作所（6495）平成 20 年３月期決算短信

－ 7 －



　会計監査人は、監査法人夏目事務所を選任しており、正しい経営情報を提供し、公正不偏な立場から監査が実

施される環境を整備しており、通常の会計監査の過程および随時実施する経営者とのディスカッションを通じて、

内部統制を充実すべく、指導助言を得ております。

　また、監査役会は、会計監査人と、必要に応じ、相互の情報・意見交換を行うことにより、監査の実効性と効

率性の向上を図っております。

　コンプライアンスを含む法律上の判断を必要とする場合には、弁護士より、適宜、指導・助言を得る体制をとっ

ております。

　b. 会社と会社の社外取締役および社外監査役の人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係の概要

　監査役井戸川成、監査役池上高史、監査役樋口郁夫は、会社法第335条第3項に定める社外監査役であります。

　c. 会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの実施状況

　1）取締役会については、各月開催する定例取締役会のほか、必要に応じて機動的に臨時取締役会を開催し、法令

で定められた事項や経営に関する重要事項を決定するとともに、業務執行の状況を逐次監督しております。

　2）稟議制度をはじめとする社内決裁システムの見直しを図り、必要に応じて関連規定の改訂を実施しております。
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４．連結財務諸表
(1）連結貸借対照表

 

　　　当連結会計期間末には連結子会社が存在しないため、連結貸借対照表は作成しておりません。

(2）連結損益計算書

  
当連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   5,085,045 100.0

Ⅱ　売上原価   4,435,224 87.2

売上総利益   649,821 12.8

Ⅲ　販売費及び一般管理費
※１　
※２

 943,200 18.6

営業損失   293,379 △5.8

Ⅳ　営業外収益     

１．受取利息  41,446   

２．受取配当金  6,991   

３．廃棄物売却収入  11,079   

４．その他  15,018 74,536 1.5

Ⅴ　営業外費用     

１．支払利息  38,157   

２. 持分法による投資損失　  4,075   

３．株式交付費  76,353   

４．社債発行費  40,600   

５．有価証券運用損  104,291   

６.棚卸資産評価損　  81,642   

７．その他  27,309 372,430 7.3

経常損失   591,273 △11.6

Ⅵ　特別利益     

１．貸倒引当金戻入益  5,412   

２．子会社株式売却益  111,665 117,078 2.3
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当連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅶ　特別損失     

１．投資有価証券評価損  21,744   

２．固定資産除却損 ※３　 809   

３．減損損失 ※４　 10,107   

４．製品補償損失  17,800   

５．役員退職慰労金  24,682 75,143 1.5

税金等調整前当期純損失   549,339 △10.8

法人税、住民税及び事業税  12,207   

法人税等調整額  － 12,207 0.2

当期純損失   561,547 △11.0
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(3）連結株主資本等変動計算書

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年４月１日　残高（千円） 2,315,000 32,470 △841,973 △5,318 1,500,178

連結会計年度中の変動額

新株の発行 1,869,423 1,869,423   3,738,846

資本金の減少 △920,000 920,000   －

その他資本剰余金減少による欠損
填補 

 △846,973 846,973  －

剰余金の配当  △65,169   △65,169

当期純損失（△）   △561,547  △561,547

自己株式の取得    △151,883 △151,883

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

     

連結会計年度中の変動額合計
（千円）

949,423 1,877,280 285,426 △151,883 2,960,246

平成20年３月31日　残高（千円） 3,264,423 1,909,750 △556,547 △157,201 4,460,424

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他有価
証券評価差
額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年４月１日　残高（千円） 16,940 138,202 1,451,107 1,606,250 － 3,106,428

連結会計年度中の変動額

新株の発行      3,738,846

資本金の減少      －

その他資本剰余金減少による欠
損填補 

     －

剰余金の配当      △65,169

当期純損失（△）      △561,547

自己株式の取得      △151,883

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

△151,648 △39,503 － △191,152 38,263 △152,888

連結会計年度中の変動額合計
（千円）

△151,648 △39,503 － △191,152 38,263 2,807,357

平成20年３月31日　残高（千円） △134,707 98,698 1,451,107 1,415,097 38,263 5,913,786
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(4）連結キャッシュ・フロー計算書

  
当連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純損失  △549,339

減価償却費  104,645

貸倒引当金の減少額  △5,412

賞与引当金の減少額　  △2,418

製品補償引当金の減少額　  △12,822

退職給付引当金の減少額　  △30,166

受取利息及び受取配当金  △48,437

支払利息  26,976

持分法による投資損失  4,075

株式交付費　  76,353

社債発行費　  40,600

有価証券運用益　  104,291

棚卸資産評価損　  81,642

子会社株式売却益  △111,665

投資有価証券評価損　  21,744

固定資産除却損　  809

減損損失　  10,107

売上債権の減少額額  453,932

たな卸資産の減少額  241,218

仕入債務の減少額  △534,740

未払金の減少額　  △56,135

未払消費税の増加額  39,750

割引手形の増加額  98,544

その他  57,137

小計  10,693

利息及び配当金の受取額  156,145

利息の支払額  △95,995

法人税等の支払額  △4,385

営業活動によるキャッシュ・フロー  66,457
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当連結会計年度

（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の売買による支出  △75,610

投資有価証券の取得による支出　  △695,206

有形固定資産の取得による支出  △306,353

無形固定資産の取得による支出  △700

連結の範囲の変更を伴う子会社株式
の売却による収入

 124,589

貸付けによる支出  △2,940,000

貸付金の回収による収入  20,000

定期預金等の増加額  64,764

投資活動によるキャッシュ・フロー  △3,808,515

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入  1,100,000

短期借入金の返済による支出  △1,766,000

長期借入れによる収入  200,000

長期借入金の返済による支出  △266,130

新株予約権付社債の発行による収入  1,959,400

新株予約権の発行による収入  52,560

新株予約権の行使による収入　  2,448,196

社債の償還による支出  △60,000

自己株式の取得による支出  △151,883

配当金の支払額  △62,536

財務活動によるキャッシュ・フロー  3,453,606

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額  △1,702

Ⅴ　現金及び現金同等物の減少額  △290,154

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高  970,948

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高  680,794
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．連結の範囲に関する事項

 　 連結子会社数　－

   　当連結会計年度において新たにＭＳエイジア（株）　

を設立し、また、同社は新たにMS ASIA VIETNAM 

C0.,LTDを設立したため、連結の範囲に含めております。

なお、当連結会計年度においてＭＳエイジア（株）の

全株式を売却したため、連結子会社はありません。

２．持分法の適用に関する事項

　　持分法適用の関連会社数　－

　   当連結会計年度において新たにＭＳエイジア（株）を

設立し、また、同社はＢＭシンドウ（株）株式を取得

したため、持分法適用の関連会社に含めております。

なお、当連結会計年度においてＭＳエイジア（株）の

全株式を売却したため、持分法適用の関連会社はあり

ません。関連会社ＢＭシンドウ（株）の決算日は12月

31日であり、持分法適用に当たっては、同決算日現在

の財務諸表を使用しております。ただし、1月1日から

連結決算日までの期間に発生した重要な取引について

は、連結上必要な調整を行っております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　　連結子会社ＭＳエイジア（株）の決算日は４月30日で

あり、MS ASIA VEITNAM CO.,LTDの決算日は12月31日

であります。連結財務諸表の作成に当たっては、ＭＳ

エイジア（株）については連結決算日現在で決算に準

じた仮決算を行った財務諸表を使用しております。MS 

ASIA VEITNAM CO.,LTDについては同決算日現在の財務

諸表を使用しております。ただし、1月1日から連結決

算日までの期間に発生した重要な取引については、連

結上必要な調整を行っております。

４．会計処理基準に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

　　　・売買目的有価証券

　　　　時価法（売却原価は、移動平均法により算定）

　　　・その他有価証券

　　　　 時価のあるもの

　　　　 連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法

　　　　（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、

　　　　　売却原価は、移動平均法により算定）

　　　　 時価のないもの

　　　　 移動平均法による原価法

②　たな卸資産

　　　・製品・半製品・仕掛品・原材料　

　　　　総平均法による原価法

　　　・商品

　　　　 最終仕入原価法による低価法

　　　 ・貯蔵品　

　　　　 最終仕入原価法による低価法
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当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

　      定率法

　　　　なお、耐用年数については、法人税法に規定す

　　　　る方法と同一の基準によっております。

②　無形固定資産

　　　　定額法

　　　　ただし、自社使用のソフトウエアについては、

　　　　社内における利用可能期間（５年）に基づく定

　　　　額法によっております。

③　投資その他の資産（長期前払費用）

　　　　均等償却

　　　　なお、償却期間については、法人税法に規定す

　　　　る方法と同一の基準によっております。

　(3) 繰延資産の処理方法

　　　　株式交付費

　　　　　 支出時全額費用処理

　　　　 社債発行費

　　　　　 支出時全額費用処理

(4）重要な引当金の計上基準

　  ①　貸倒引当金

　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、回収不

　　　　能見込額を計上しております。

　　　・一般債権

　　　　 貸倒実績率法により計上しております。

　　　 ・貸倒懸念債権及び破産更生債権等

　　　　 財務内容評価法により計上しております。

　　 ②　賞与引当金

　　　　 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるた

　　　　 め、支給見込額のうち当連結会計年度負担額を計

         上しております。

　　 ③　退職給付引当金

　　　　 従業員の退職給付に備えるため、自己都合による

         連結会計年度末要支給額から適格退職年金残高を

         控除した金額の全額を計上しております。
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当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

(5）重要なリース取引の処理方法

　　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

      るもの以外のファイナンス・リース取引について

      は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

      理によっております。

(6）重要なヘッジ会計の方法

　　①　ヘッジ会計の方法

　　　　繰延ヘッジ処理によっております。

　　②　ヘッジ手段とヘッジ対象

（ヘッジ手段） （ヘッジ対象）

  コモディティ・スワップ  原材料（黄銅材）

金利スワップ 借入金の利息

　　 ③　ヘッジ方針

　　　　 当社は、借入金の金利および原材料（黄銅材）の

         市場変動リスクを回避する目的としてデリバティ

         ブ取引を行っており、投機目的の取引は行ってお

         りません。

　　 ④　ヘッジ有効性評価の方法

　　　　 原則としてヘッジ開始時から有効性判定時点まで

         の期間において、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場

         変動の累計を比較し、両者の変動額等を基礎にし

         て判断しております。

　　 ⑤　リスク管理

　　　　 ヘッジ取引にかかる所定の手続きに基づき、当社

         の経理部において管理しております。

(7）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

　　　消費税等の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によ

      っております。

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

　　連結子会社の資産及び負債の評価については、全面

    時価評価法を採用しております。

６．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　　手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に

    満期日の到来する定期預金等。
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　当連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため該

当事項はありません。

追加情報

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　該当事項はありません。　

注記事項

（連結貸借対照表関係）

　　連結貸借対照表を作成していないため、該当事項はありません。

 

（連結損益計算書関係）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

従業員給与手当　 266,919千円

賞与引当金繰入額　 　12,070千円

支払手数料 142,161千円

※２　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

　　　　　　　　　　　　　　　　　57,661千円

※３　固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

機械及び装置 809千円

合計 809千円

※４　減損損失　

　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産につ

いて減損損失を計上いたしました。

場所 用途 種類

 神奈川県横浜市 I-BS監視センター ソフトウエア 

　当社グループは複数の種類の製品を製造しておりますが、

製造設備の多くは共有しており、資産が一体となってキャッ

シュ・フローを生成しているため製造用資産については、工

場全体を1つのグループとして考えております。また、営業

所については、継続して収支計算が可能な単位として捉えて

おります。

　当連結会計年度において、Ｉ－ＢＳ監視センター事業を来

期に他社に譲渡することを決定し、譲渡先と事業譲渡契約を

締結したことから、当該資産を減損損失として10,107千円を

特別損失に計上いたしました。

　なお、当該資産の回収可能額につては、現システムは移行

後利用不可能であり、新システム開発の必要があることから

当該資産の当連結会計年度末の帳簿価額を全額減損しており

ます。  
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（連結株主資本等変動計算書関係）

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

前連結会計年度
末株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数

（株）

当連結会計年度
減少株式数

（株）

当連結会計年度
末株式数（株）

発行済株式

普通株式　（注）１ 16,300,000 26,549,935 － 42,849,935

合計 16,300,000 26,549,935 － 42,849,935

自己株式

普通株式　（注）２，３ 7,556 1,039,940 － 1,047,496

合計 7,556 1,039,940 － 1,047,496

　（注）１.　普通株式の発行済株式総数の増加26,549,935株は、新株予約権付転換社債の転換による増加7,894,735

             株、新株予約権の権利行使による新株予約権の権利行使による新株の発行による増加8,935,200株、第三

             者割当増資による新株の発行による増加9,720,000株であります。

　　　　２.　普通株式の自己株式の株式数の増加1,039,940株は、取締役会決議による自己株式の取得による増加

             1,039,700株、単元未満株式の買取による増加240株であります。

　　　３.　当社は当連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、前連結会計年度末株式数は当連結会計年度

           期首株式数を記載しております。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分
新株予約権の

内訳

新株予約権の

目的となる株

式の種類　

新株予約権の目的となる株式の数（数） 当連結会計年

度末残高

（千円）　

前連結会計年

度末　

当連結会計年

度増加　

当連結会計年

度減少　　

当連結会計年

度末　

提出会社

（親会社）　

平成19年新株

予約権

（注）１　

普通株式 － 32,850,000 8,935,200 23,914,800 38,263

連結子会社　 －　 －　 － － － － －

合計 －　 － 32,850,000 8,935,200 23,914,800 38,263

　（注）１.　平成19年新株予約権の当連結会計年度の増加は、新株予約権の発行によるものであり、当連結会計年度の

             減少は、新株予約権の行使によるものであります。

　　　２.　上表の新株予約権は、すべて権利行使可能なものであります。

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月28日

定時株主総会
普通株式 65,169 4 平成19年３月31日 平成19年７月２日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　　　　　　　次のとおり、決議を予定しております。

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年６月27日

定時株主総会
普通株式 41,802  資本剰余金 1 平成20年３月31日 平成20年７月１日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

現金及び預金勘定 1,012,439千円

流動資産その他（預け金）勘定 2,748千円

預入期間が３か月を超える定期性預金 △334,392千円

現金及び現金同等物 680,794千円

（リース取引関係）

　　当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　　決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。

 

 

（有価証券関係）

　　当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　連結貸借対照表を作成していないため記載を省略しております。

（株）宮入バルブ製作所（6495）平成 20 年３月期決算短信

－ 19 －



（デリバティブ取引関係）

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１．取引の状況に関する事項

①　取引の内容及び利用目的等

当連結グループは、より多くの預金利息収益を獲得することを目的として、定期預金金額の一部を「継

続選択権付（複数権利行使型）パワードリバース自由金利型定期預金（為替相場水準継続判定特約条項

付）」に預入れております。この定期預金は、通貨オプション取引を組み込んだ複合金融商品（以下「デ

リバティブ預金」と称す）であります。　

また、金利関連においては変動金利の借入金の調達資金を固定金利の資金調達に換えるため、金利ス

ワップ取引を行っております。前述取引のほか、将来の原材料（黄銅材）価格の上昇による変動リスク

を回避する目的でコモデティ・スワップ取引を利用しております。　

なお、ヘッジ有効性評価の方法他は重要な会計方針　４（6）　重要なヘッジ会計の方法参照。　

②　取引に対する取組方針

デリバティブ預金については、より多くの預金利息収益を獲得することを目的としております。また

金利関連のデリバティブ取引については、現在、借入金の変動金利を固定金利に変換する目的で金利ス

ワップ取引を利用しているのみであります。金利情勢が変化すれば、固定金利を変動金利に変換する取

引もありえますが、それは、固定金利の長期金銭債権債務等について、市場の実勢金利に合わせるとい

う目的を達成する範囲で行う方針であります。コモデティ・スワップ取引については、原材料（黄銅材）

の予定仕入量の一定の範囲内で行う方針であります。いづれのデリバティブ取引についても投機目的の

取引及びレバレッジ効果の高いデリバティブ取引は行わない方針であります。　

③　取引に係るリスクの内容

デリバティブ預金においては、為替相場の変動によるリスクのほか、６ヶ月ごとに契約を継続するか

どうかの選択権が契約先側のみにあり当社は違約金を支払わなければ中途解約できないという約定となっ

ているため、中途解約の時期によっては支払う違約金の額が預金元本を毀損するリスクを有しておりま

す。　

金利スワップ取引においては、市場金利の変動によるリスクを有しております。

コモデティ・スワップ取引においては、原材料（黄銅材）の価格の変動によるリスクを有しておりま

す。　

なお、いずれのデリバティブ取引の契約先も信用度の高い国内の銀行であるため、相手先の契約不履

行によるいわゆる信用リスクは、ほとんどないと判断しております。　

④　取引に係るリスク管理体制

デリバティブ取引の実行および管理は、管理本部が集中して実施しております。また、デリバティブ

取引をも含んだ財務報告は、月次の定例取締役会での報告事項となっております。なお、多額の借入金

等は取締役会の専決事項でありますので、それに伴う金利スワップ契約の締結等は、同時に取締役会で

決定されることとなります。

２．取引の時価等に関する事項

　金利スワップ取引、コモデティ・スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しているた

め注記の対象から除いております。

　また、デリバティブ預金は時価評価の必要のない複合金融商品であり、注記の対象から除いており

ます。

 

（退職給付関係）

　　当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　　連結貸借対照表を作成していないため、記載を省略しております。
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（ストック・オプション等関係）

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

該当事項はありません。　

（税効果会計関係）

　　当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　　連結貸借対照表を作成していないため、記載を省略しております。

（セグメント情報）

ａ．事業の種類別セグメント情報

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　　　　　当連結グループは液化石油ガスをはじめとする高圧ガスを主体としたバルブおよび関連機器の製造・販売、そ

　　　　　の他これらに付帯する一切の業務を主事業内容としており、全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セ

　　　　　グメントの資産の合計額に占める割合がいずれも９０％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を

　　　　　省略しております。

ｂ．所在地別セグメント情報

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める日本の割合がいずれも９０％を

超えているため、記載を省略しております。

ｃ．海外売上高

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　　　　　海外売上高が、いずれも連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略していおります。
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（関連当事者との取引）

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　　　　　該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 －円

１株当たり当期純損失 19.80円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。　

１株当たり当期純利益の算定上の基礎

連結損益計算書上の当期純損失 561,547千円

普通株式に係る当期純損失 561,547千円

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

該当事項はありません。　

普通株式の期中平均株式数 28,357千株

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式の概要

第１回無担保転換社債型新株予約権付社債（券面総額

2,000,000千円、残高800,000千円）、第１回新株予約権

の数500個、未行使数364個。

（重要な後発事象）

当連結会計年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　 該当事項はありません。
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５．個別財務諸表
(1）貸借対照表

  
前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）
対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

（資産の部）         

Ⅰ　流動資産         

現金及び預金 ※２  1,305,487   1,012,439   

受取手形 ※６  820,834   443,711   

売掛金   941,254   747,698   

有価証券 ※２  204,788   114,208   

買付有価証券   252,089   37,238   

商品   7,863   4,215   

製品   261,310   308,326   

半製品   307,161   175,026   

原材料   514,986   293,706   

仕掛品   76,533   67,311   

貯蔵品   29,695   26,103   

前渡金   －   1,267   

前払費用   19,308   14,069   

未収入金   68,438   13,200   

コモデティ・スワッ
プ等

  230,336   164,497   

その他   93,713   17,948   

貸倒引当金   △18,137   －   

流動資産合計   5,115,664 58.3  3,440,968 32.6 △1,674,695

Ⅱ　固定資産         

１　有形固定資産 ※２        

建物   152,860   180,562   

構築物   17,477   17,478   

機械及び装置   321,275   327,414   

車輌及び運搬具   2,210   1,748   

工具器具及び備品   34,921   35,341   

土地 ※１  2,506,900   2,506,900   

有形固定資産合計   3,035,644 34.6  3,069,445 29.0 33,800
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前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）
対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

２　無形固定資産         

ソフトウェア   13,537   －   

電話加入権   2,810   2,810   

その他   －   4,599   

無形固定資産合計   16,347 0.2  7,409 0.1 △8,938

３　投資その他の資産         

投資有価証券 ※２  266,244   686,764   

長期貸付金   134,721   3,164,721   

更生債権等   20,030   31,705   

長期前払費用   504   232   

差入敷金保証金   48,438   48,773   

長期性預金   200,000   200,000   

その他投資   6,500   6,500   

貸倒引当金   △74,730   △87,455   

投資その他の資産合
計

  601,709 6.9  4,051,242 38.3 3,449,533

固定資産合計   3,653,702 41.7  7,128,097 67.4 3,474,395

資産合計   8,769,366 100.0  10,569,065 100.0 1,799,699
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前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）
対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

（負債の部）         

Ⅰ　流動負債         

支払手形   621,725   460,287   

買掛金   592,940   211,469   

短期借入金 ※２  700,000   34,000   

１年以内返済予定
の
長期借入金

※２  242,750   142,000   

１年以内償還予定
の
社債 

  60,000   100,000   

未払金 ※２  546,053   178,218   

未払法人税等   6,748   22,339   

未払消費税等   －   24,709   

未払配当金   642   3,275   

未払費用   43,509   38,944   

前受金   2,617   1,340   

前受収益   64,154   71,971   

預り金   5,259   6,090   

賞与引当金   66,748   64,330   

製品補償引当金   12,822   －   

設備関係支払手形   16,753   13,422   

繰延税金負債   92,134   65,798   

流動負債合計   3,074,861 35.1  1,438,198 13.6 △1,636,662

Ⅱ　固定負債         

社債   480,000   380,000   

新株予約権付社債   －   800,000   

長期借入金 ※２  263,130   297,750   

繰延税金負債   11,293   －   

再評価に係る繰延
税金負債

※１  967,404   967,404   

退職給付引当金   684,847   654,680   

長期前受収益   181,400   117,245   

固定負債合計   2,588,076 29.5  3,217,080 30.4 629,004

負債合計   5,662,937 64.6  4,655,279 44.0 △1,007,658
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前事業年度

（平成19年３月31日）
当事業年度

（平成20年３月31日）
対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

（純資産の部）         

Ⅰ　株主資本         

１　資本金   2,315,000 26.4  3,264,423 30.9 949,423

２　資本剰余金         

　(1）資本準備金  32,470   1,908,410    

(2）その他資本剰余金  －   1,339    

資本剰余金合計   32,470 0.4  1,909,750 18.1 1,877,280

３　利益剰余金         

(1）利益準備金  5,000   5,000    

(2）その他利益剰余金         

 繰越利益剰余金  △846,973   △561,547    

利益剰余金合計   △841,973 △9.6  △556,547 △5.3 285,426

４　自己株式   △5,318 △0.1  △157,201 △1.5 △151,883

株主資本合計   1,500,178 17.1  4,460,424 42.2 2,960,246

Ⅱ　評価・換算差額等         

１　その他有価証券評
価
差額金

  16,940 0.2  △134,707 △1.2 △151,648

２　繰延ヘッジ損益   138,202 1.6  98,698 0.9 △39,503

３　土地再評価差額金
※１

 ※４
 1,451,107 16.5  1,451,107 13.7 －

評価・換算差額等合計   1,606,250 18.3  1,415,097 13.4 △191,152

Ⅲ　新株予約権   － －  38,263 0.4 38,263

純資産合計   3,106,428 35.4  5,913,786 56.0 2,807,357

負債純資産合計   8,769,366 100.0  10,569,065 100.0 1,799,699
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(2）損益計算書

  
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

増減
（千円）

Ⅰ　売上高         

製品売上高  4,645,953   4,117,155    

商品売上高  113,405   113,735    

屑売上高  1,241,494 6,000,853 100.0 848,179 5,079,070 100.0 △921,783

Ⅱ　売上原価         

製品期首たな卸高  239,668   261,310    

商品期首たな卸高  10,966   7,863    

当期製品製造原価  4,799,600   4,366,052    

当期商品仕入高  183,352   140,475    

合計  5,233,588   4,775,702    

他勘定振替高 ※１ －   32,224    

製品期末たな卸高  261,310   308,326    

商品期末たな卸高  7,863 4,964,413 82.7 4,215 4,430,935 87.2 △533,478

売上総利益   1,036,440 17.3  648,134 12.8 △388,305

Ⅲ　販売費及び一般管理費         

販売手数料  67,304   40,334    

販売運賃  70,633   53,329    

輸出諸掛費  2,818   6,041    

広告宣伝費  3,243   7,367    

接待交際費  7,615   8,073    

役員報酬  56,710   40,050    

従業員給料手当  210,814   231,752    

退職給付費用  10,162   16,660    

賞与引当金繰入額  11,837   12,070    

賞与  17,017   20,855    

福利厚生費  46,988   43,376    

旅費交通費  32,109   39,045    

通信費  18,774   18,022    

水道光熱費  8,921   9,185    

消耗品費  8,733   6,184    

租税公課  8,713   16,000    

動産賃借料  15,499   14,491    

減価償却費  5,113   6,716    

研究開発費 ※２ 65,376   57,661    

不動産賃借料  47,258   51,233    

車輌費  4,489   4,765    

支払手数料  106,192   115,061    

雑費  19,094 845,422 14.1 22,324 840,603 16.6 △4,818

営業利益又は営業損
失（△）

  191,018 3.2  △192,469 △3.8 △383,487
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前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

増減
（千円）

Ⅳ　営業外収益         

受取利息及び割引料  5,714   37,109    

受取配当金  10,296   6,991    

不動産賃貸料  1,372   1,026    

廃棄物売却収入  20,382   11,079    

保険金収入  10,943   －    

売買目的有価証券
配当金

 9,730   2,932    

雑収入  3,703 62,142 1.0 10,283 69,421 1.4 7,279

Ⅴ　営業外費用         

支払利息  37,510   22,533    

社債利息  6,711   4,443    

手形売却損  8,707   11,180    

株式交付費  －   76,353    

社債発行費  －   40,600    

有価証券運用損  677,511   104,291    

棚卸資産評価損  －   81,642    

雑損失  10,670 741,110 12.3 15,780 356,826 7.0 △384,284

経常損失（△）   △487,950 △8.1  △479,873 △9.4 8,076

Ⅵ　特別利益         

固定資産売却益 ※３ 228   －    

投資有価証券売却益  198   －    

貸倒引当金戻入益  29,437   5,412    

損害保険金等収入  56,424 86,288 1.4 － 5,412 0.1 △80,875

Ⅶ　特別損失         

投資有価証券売却損  502,032   －    

投資有価証券評価損  310,198   21,744    

固定資産売却損 ※４ 4,456   －    

固定資産除却損 ※５ 40,751   809    

減損損失 ※６ －   10,107    

製品補償損失  －   17,800    

棚卸資産評価損  6,702   －    

役員退職慰労金  16,800 880,941 14.7 24,682 75,143 1.5 △805,797

税引前当期純損失
（△）

  △1,282,603 △21.4  △549,605 △10.8 732,998
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前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

増減
（千円）

法人税、住民税
及び事業税

 8,691   11,942    

法人税等調整額  56,700 65,391 1.1 － 11,942 0.2 △53,449

当期純損失（△）   △1,347,994 △22.5  △561,547 △11.0 786,447

         

製造原価明細書

  
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

Ⅰ　材料費  2,845,169 58.7 2,363,139 55.8 △482,030

Ⅱ　労務費  1,044,552 21.5 1,075,918 25.4 31,366

Ⅲ　経費 ※１ 961,024 19.8 795,647 18.8 △165,376

当期総製造費用  4,850,746 100.0 4,234,705 100.0 △616,041

期首仕掛品、半製品
たな卸高

 335,432  383,694   

合計  5,186,178  4,618,399   

期末仕掛品、半製品
たな卸高

 383,694  242,338   

他勘定振替高 ※２ 2,883  10,009   

当期製品製造原価  4,799,600  4,366,052   

       

　（注）

前事業年度
 （自　平成18年４月１日

　　 至　平成19年３月31日）

当事業年度
 （自　平成19年４月１日

　　 至　平成20年３月31日）

原価計算の方法

　部門別総合原価計算による実際原価計算であります。

※１　経費に含まれている主なものは外注加工費280,003

千円、減価償却費83,019千円、消耗品費194,519千

円、動産賃借料99,543千円等であります。

原価計算の方法

　部門別総合原価計算による実際原価計算であります。

※１　経費に含まれている主なものは外注加工費240,002

千円、減価償却費97,041千円、消耗品費128,051千

円、動産賃借料87,502千円等であります。

 ※２　他勘定振替高の内訳は棚卸資産評価損であります。  ※２　他勘定振替高の内訳は棚卸資産評価損であります。
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(3）株主資本等変動計算書

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）
株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

平成18年３月31日　残高（千円） 2,315,000 32,470  597,864 △5,225 2,940,108

事業年度中の変動額

利益処分による利益準備金積立 5,000 △5,000 －

利益処分による利益配当    △48,877  △48,877

過年度税効果調整額    △42,965  △42,965

当期純損失（△）    △1,347,994  △1,347,994

自己株式の買付     △93 △93

株主資本以外の項目の事業年度中の
変動額（純額）

      

事業年度中の変動額合計（千円） － － 5,000 △1,444,837 △93 △1,439,930

平成19年３月31日　残高（千円） 2,315,000 32,470 5,000 △846,973 △5,318 1,500,178

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益 土地再評価差額金
評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日　残高（千円） 68,244 － 1,451,107 1,519,351 4,459,460

事業年度中の変動額

利益処分による利益準備金積立 －

利益処分による利益配当     △48,877

過年度税効果調整額     △42,965

当期純損失（△）     △1,347,994

自己株式の買付     △93

株主資本以外の項目の事業年度中の変
動額（純額）

△51,303 138,202 － 86,898 86,898

事業年度中の変動額合計（千円） △51,303 138,202 － 86,898 △1,353,031

平成19年３月31日　残高（千円） 16,940 138,202 1,451,107 1,606,250 3,106,428
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当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）
株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

その他資本剰
余金　

利益準備金

その他利益　　
剰余金

繰越利益剰余金

平成19年３月31日　残高（千円） 2,315,000 32,470 － 5,000 △846,973 △5,318 1,500,178

事業年度中の変動額

新株の発行 1,869,423 1,869,423    3,738,846

資本金の減少 △920,000  920,000    －

その他資本剰余金減少による欠損填補   △846,973  846,973  －

剰余金の配当   △65,169    △65,169

　その他資本剰余金処分による資本準備
　金積立 　 6,516 △6,516 －

当期純損失（△）     △561,547  △561,547

自己株式の取得      △151,883 △151,883

株主資本以外の項目の事業年度中の
変動額（純額）

       

事業年度中の変動額合計（千円） 949,423 1,875,940 1,339 － 285,426 △151,883 2,960,246

平成20年３月31日　残高（千円） 3,264,423 1,908,410 1,339 5,000 △561,547 △157,201 4,460,424

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
土地再評価差額
金

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日　残高（千円） 16,940 138,202 1,451,107 1,606,250 － 3,106,428

事業年度中の変動額

新株の発行 3,738,846

資本金の減少      －

その他資本剰余金減少による欠損填補      －

剰余金の配当      △65,169

　その他資本剰余金処分による資本準備
　金積立

－

当期純損失（△）      △561,547

自己株式の取得      △151,883

株主資本以外の項目の事業年度中の変
動額（純額）

△151,648 △39,503 － △191,152 38,263 △152,888

事業年度中の変動額合計（千円） △151,648 △39,503 － △191,152 38,263 2,807,357

平成20年３月31日　残高（千円） △134,707 98,698 1,451,107 1,415,097 38,263 5,913,786
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(4）キャッシュ・フロー計算書

  
前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー   

１　税引前当期純損失（△）  △1,282,603

２　減価償却費  88,647

３　貸倒引当金の増減額（△は減少）  △29,813

４　賞与引当金の減少額  △14,571

５　製品補償引当金増減額 （△は減少）  △144,591

６　退職給付引当金の減少額  △94,116

７　受取利息及び受取配当金  △16,010

８　支払利息  44,221

９　有価証券運用損  677,511

10　投資有価証券評価損  310,198

11　投資有価証券売却損  502,032

12　投資有価証券売却益  △198

13　有形固定資産売却益  △228

14　有形固定資産売却損  4,456

15　有形固定資産除却損  40,751

16　損害保険等収入  △56,424

17　売上債権の増加額  △161,671

18　たな卸資産の増減額（△は増加）  △194,677

19　未収入金の増減額（△は増加）  566,919

20　仕入債務の増減額（△は減少）  220,536

21　未払金の増減額（△は減少）  △1,238,561

22　割引手形の増減額（△は減少）  △260,426

23　未払消費税等の増減額（△は減少）  △16,730

24　長期前受収益の増加額  181,400

25　その他  138,813

小計  △735,135

26　利息及び配当金の受取額  16,064

27　利息の支払額  △41,814

28　損害保険金等の受取額  56,424

29　法人税等の支払額  △118,375

営業活動によるキャッシュ・フロー  △822,836
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前事業年度

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー   

１　有価証券の売買による収入  291,743

２　投資有価証券の取得による支出  △324,730

３　投資有価証券の売却による収入  338,099

４　有形固定資産の売却による収入  6,884

５　有形固定資産の取得による支出  △68,181

６　無形固定資産の取得による支出  △5,400

７　貸付金の回収による収入  20,000

８　その他  202

投資活動によるキャッシュ・フロー  258,618

   

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー   

１　短期借入れによる収入  1,000,000

２　短期借入金の返済による支出  △350,200

３　長期借入金の返済による支出  △230,050

４　社債の償還による支出  △360,000

５　自己株式の取得による支出  △93

６　配当金の支払額  △48,234

７　その他  72,000

財務活動によるキャッシュ・フロー  83,422

Ⅳ　現金及び現金同等物の増減額（△は減少）  △480,795

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高  1,451,744

Ⅵ　現金及び現金同等物の期末残高  970,948
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継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

当事業年度末において、1,347,994千円の当期純損失を計上し、営業キャッシュフローも822,836千円のマイナス

となっており、継続企業の前提に関する重要な懸念を抱かせる状況となっております。 

しかしながら当社は、この状況を解消すべく、以下の施策を実施いたしました。 

１．現行15億円のコミットメント契約による流動性確保とあわせて、総額20億円の転換社債型新株予約権付社債に

よる資金調達の実施（平成19年４月23日に払込完了）及び予約権行使総額50億円の新株予約権の発行により、

財務体質の安定化を行いました。

２．平成19年２月以降では、新規の有価証券運用は行っておりませんが、平成19年５月16日開催の取締役会におい

て、今後は短期的な売買益を目的とした有価証券の運用を行わないことを再確認する決議をしており、今後は

同種の損失発生の可能性はありません。 

３．かねてより計画していた東南アジア展開戦略の早期実施を含む３ヵ年経営計画による収益力向上を計画してお

ります。 

このような施策により、当社は当初の懸念は解消するものと判断して、継続企業の前提で財務諸表を作成して

おります。

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

該当事項はありません。 
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重要な会計方針

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

 　(1) 売買目的有価証券

 　　　時価法（売却原価は、移動平均法により算定）

(2）その他有価証券

時価のあるもの

決算末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は、全部純資産直入法により処理　　

し、売却原価は、移動平均法により算定）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

 　(1) 売買目的有価証券

同左

(2）その他有価証券

時価のあるもの

同左

 

時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1）製品・半製品・原材料・仕掛品

総平均法による原価法

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1）製品・半製品・原材料・仕掛品

同左

(2）商品

最終仕入原価法による低価法

(2）商品

同左

(3）貯蔵品

最終仕入原価法による低価法

(3）貯蔵品

同左

３．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

定率法

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税

法に規定する方法と同一の基準によっております。

３．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

定率法

なお、耐用年数については、法人税法に規定する

方法と同一の基準によっております。

(2）無形固定資産

定額法

ただし、自社使用のソフトウェアについては、社

内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

(2）無形固定資産

同左

(3）投資その他の資産（長期前払費用）

均等償却

なお、償却期間については、法人税法に規定する

方法と同一の基準によっております。

(3）投資その他の資産（長期前払費用）

同左

───────────

４.繰延資産の処理方法

 　 株式交付費

 　　支出時全額費用処理

 　 社債発行費

 　　支出時全額費用処理

４．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、回収不能

見込額を計上しております。

５．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

同左

ａ　一般債権

貸倒実績率により計上しております。

ａ　一般債権

同左

ｂ　貸倒懸念債権及び破産更生債権等

財務内容評価法により計上しております。

ｂ　貸倒懸念債権及び破産更生債権等

同左

(2）賞与引当金 (2）賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、

支給見込額のうち当期負担額を計上しております。

同左

(3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、自己都合による

期末要支給額から適格退職年金資産残高を控除した

金額の全額を計上しております。

同左
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前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

　(4）製品補償引当金

───────────
安全弁元弁の点検および取替に伴う費用の支出に

備えるために設定したもので、過去の発生実績率に

基づいて計上しております。

５．リース取引の処理方法 ６．リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。

同左

６．ヘッジ会計の方法 ７．ヘッジ会計の方法

(1）ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。なお、特例処

理の要件を満たしております金利スワップについて

は、特例処理を採用しております。

繰延ヘッジ処理によっております。

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象

（ヘッジ手段） （ヘッジ対象）

  コモディティ・スワップ  原材料（黄銅材）

金利スワップ 借入金の利息

（ヘッジ手段） （ヘッジ対象）

  コモディティ・スワップ  原材料（黄銅材）

金利スワップ 借入金の利息

(3）ヘッジ方針 (3）ヘッジ方針

当社は借入金の金利および原材料（黄銅材）の市

場変動リスクを回避す目的としてデリバティブ取引

を行っており、投機目的の取引は行っておりません。

同左

(4）ヘッジ有効性評価の方法 (4）ヘッジ有効性評価の方法

原則としてヘッジ開始時から有効性判定時点まで

の期間において、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変

動の累計を比較し、両者の変動額等を基礎にして判

断しております。ただし、特例処理によっている金

利スワップについては、有効性の評価を省略してお

ります。

原則としてヘッジ開始時から有効性判定時点まで

の期間において、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変

動の累計を比較し、両者の変動額等を基礎にして判

断しております。

(5）リスク管理 (5）リスク管理

ヘッジ取引に係る所定の手続きに基づき、当社の

管理本部において管理しております。

ヘッジ取引に係る所定の手続きに基づき、当社の

経理部において管理しております。

７．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

───────────手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に

満期日の到来する定期預金等

８．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ７．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に

よっております。

同左
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会計処理方法の変更

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　

平成17年12月９日）を適用しております。これまでの資

本の部の合計に相当する金額は、2,968,226千円であり

ます。

なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部に

ついては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。

 ────────────

表示方法の変更

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

（損益計算書）

前期まで売上高の「製品売上高」に含めて表示してお

りました「屑売上高」は、重要性が増したため区分掲記

しました。

なお、前期における「屑売上高」の金額は、591,026

千円であります。

（損益計算書）

 

　　　　　　───────────
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

※１（事業用土地の再評価）

土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布

法律第34号）及び土地の再評価に関する法律の一部を

改正する法律（平成13年３月31日公布法律第19号）に

基づき、平成14年３月31日に事業用の土地の再評価を

行っております。

なお、再評価差額については、土地の再評価に関す

る法律の一部を改正する法律（平成11年３月31日公布

法律第24号）に基づき、当該再評価差額に係る税金相

当額を「再評価に係る繰延税金負債」としての負債の

部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額

金」として純資産の部に計上しております。

再評価の方法……「土地の再評価に関する法律施行令

（平成10年３月31日公布政令第119

号）」第２条第５号に定める不動産

鑑定士による鑑定評価により算出し

ております。

※１（事業用土地の再評価）

土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布

法律第34号）及び土地の再評価に関する法律の一部を

改正する法律（平成13年３月31日公布法律第19号）に

基づき、平成14年３月31日に事業用の土地の再評価を

行っております。

なお、再評価差額については、土地の再評価に関す

る法律の一部を改正する法律（平成11年３月31日公布

法律第24号）に基づき、当該再評価差額に係る税金相

当額を「再評価に係る繰延税金負債」としての負債の

部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額

金」として純資産の部に計上しております。

再評価の方法……「土地の再評価に関する法律施行令

（平成10年３月31日公布政令第119

号）」第２条第５号に定める不動産

鑑定士による鑑定評価により算出し

ております。

再評価を行った年月日……………平成14年３月31日 再評価を行った年月日……………平成14年３月31日

再評価を行った土地の期末におけ

る時価と再評価後の帳簿価額との

差額

△638,834千円

再評価を行った土地の期末におけ

る時価と再評価後の帳簿価額との

差額

△669,654千円
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前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

※２(1）担保に供している資産並びに担保付き債務は下記

のとおりであります。

※２(1）担保に供している資産並びに担保付き債務は下記

のとおりであります。

担保差入資産（千円） 債務の内容（千円）

質権

現金及び
預金

104,100   

有価証券 196,402
 短期借入

金
200,000

投資有価
証券 

261,389

 １年以内

返済予定

の長期借

入金

65,000

根抵当
権

建物 3,281
 長期借入

金
170,000

甲府工
場財団

建物 14,408  未払金 314,588

機械及び
装置

2,531   

土地 2,441,000   

抵当権 建物 52,731   

 合計 3,075,844 合計 749,588

担保差入資産（千円） 債務の内容（千円）

質権

現金及び
預金

104,100   

有価証券 108,650
 短期借入

金
34,000

投資有価
証券 

155,537

 １年以内

返済予定

の長期借

入金

60,000

根抵当
権

建物 2,923
 長期借入

金
110,000

甲府工
場財団

建物 13,698  未払金 37,829

機械及び
装置

2,531   

土地 2,441,000   

抵当権 建物 49,545   

 合計 2,877,986 合計 241,829

(2）有形固定資産の減価償却累計額は2,125,112千円

であります。

(2）有形固定資産の減価償却累計額は2,209,917千円

であります。

３　受取手形割引高 200,176千円 ３　受取手形割引高 298,721千円

※４（配当制限）

土地再評価差額金は、土地の再評価に関する法律第

７条の２第１項の規定により、配当に充当することが

制限されております。

※４（配当制限）

土地再評価差額金は、土地の再評価に関する法律第

７条の２第１項の規定により、配当に充当することが

制限されております。

　５　当社においては、運転資金の効率的な調達を行うた

め取引銀行4行と貸出コミットメント契約を締結して

おります。これら契約に基づく当事業年度末の借入未

実行残高は、次のとおりであります。 

貸出コミットメントの額 1,500,000千円

借入実行残高 500,000千円

差引額 1,000,000千円

　５　 　　　　　────────

※６　期末日満期手形

期末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しております。なお、当期末日

が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手

形が期末残高に含まれております。 

受取手形　　　　　　　　　　　　　104,392千円

※６　　　　　　　────────
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

※１　　　　　　　──────── ※１　他勘定振替高の内訳は棚卸資産評価損であります。

※２　一般管理費に含まれる研究開発費は、65,376千円で

あります。 

※２　一般管理費に含まれる研究開発費は、57,661千円で

あります。 

※３　固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。 ※３　　　　　　　────────

機械及び装置        228千円

合計      228千円

※４　固定資産売却損の内容は、次のとおりであります。 ※４　　　　　　　────────

土地・建物 3,565千円

機械及び装置  890千円

合計 4,456千円

※５　固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。 ※５　固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

建物    1,866千円

構築物  　1,459千円

機械及び装置 28,444千円

車輌運搬具 63千円

工具器具及び備品    8,917千円

合計    40,751千円

機械及び装置 809千円

合計 809千円

※６　　　　　　　──────── ※６　減損損失　　　　　　

当事業年度において、当社は以下の資産について

減損損失を計上いたしました。

 場所 用途 種類

 神奈川県横浜市 I-BS監視センター ソフトウエア 

 当社は複数の種類の製品を製造しておりますが、

製造設備の多くは共有しており、資産が一体となっ

てキャッシュ・フローを生成しているため製造用資

産については、工場全体を1つのグループとして考

えております。また、営業所については、継続して

収支計算が可能な単位として捉えております。

　当事業年度において、Ｉ－ＢＳ監視センター事業

を来期に他社に譲渡することを決定し、譲渡先と事

業譲渡契約を締結したことから、当該資産を減損損

失として10,107千円を特別損失に計上いたしまし

た。

　なお、当該資産の回収可能額につては、現システ

ムは移行後利用不可能であり、新システム開発の必

要があることから当該資産の当事業年度末の帳簿価

額を全額減損しております。  
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末株
式数（株）

当事業年度増加
株式数（株）

当事業年度減少
株式数（株）

当事業年度末株
式数（株）

発行済株式

普通株式 16,300,000 － － 16,300,000

合計 16,300,000 － － 16,300,000

自己株式

普通株式 7,421 135 － 7,556

合計 7,421 135 － 7,556

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加135株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月23日

定時株主総会
普通株式 48,877 3 平成18年３月31日 平成18年６月23日

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月28日

定時株主総会
普通株式 65,169  資本剰余金 4 平成19年３月31日 平成19年７月２日

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

普通株式 7,556 1,039,940 － 1,047,496

合計 7,556 1,039,940 － 1,047,496

（注）普通株式の自己株式の株式増加数1,039,940株は、取締役会決議による自己株式の取得による増加1,039,700株、

　　　単元未満株式の買取による増加240株であります。

（キャッシュ・フロー計算書関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

現金及び預金勘定  1,305,487千円

流動資産その他（預け金）勘定     64,619千円

預入期間が３か月を超える定期性預金 △399,157千円

現金及び現金同等物    970,948千円
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（リース取引関係）

　　当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　　決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。

 

 

（有価証券関係）

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１．売買目的有価証券

貸借対照表計上額（千円） 当事業年度の損益に含まれた評価差額（千円）

456,877 △279,916

２．その他有価証券で時価のあるもの

区分 種類
取得原価
（千円）

貸借対照表計上額
（千円）

差額
（千円）

貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの 株式 21,898 56,534 34,635

小計  21,898 56,534 34,635

貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの 株式 214,836 208,435 △6,401

小計  214,836 208,435 △6,401

合計  236,735 264,970 28,234

（注）表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当事業年度において減損処理を行い、投

資有価証券評価損310,198千円を計上しております。

    ３．当事業年度中に売却したその他有価証券

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円）

338,099 198 502,032

４．時価評価されていない有価証券

 貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券　　非上場株式 1,274

（株）宮入バルブ製作所（6495）平成 20 年３月期決算短信

－ 42 －



当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１．売買目的有価証券

貸借対照表計上額（千円） 当事業年度の損益に含まれた評価差額（千円）

151,446 52,104

２．その他有価証券で時価のあるもの

区分 種類
取得原価
（千円）

貸借対照表計上
額（千円）

差額
（千円）

貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの 株式 22,300 40,316 18,015

小計  22,300 40,316 18,015

貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの 株式 798,636 645,912 △152,723

小計  798,636 645,912 △152,723

合計  820,937 686,229 △134,707

（注）表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当連結事業年度において減損処理を行い、

投資有価証券評価損20,994千円を計上しております。

    ３．当事業年度中に売却したその他有価証券

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円）

－ － －

４．時価評価されていない有価証券

 連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券　　非上場株式 　524

（注）当事業年度において減損処理を行い、投資有価証券評価損750千円を計上しております。　
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（デリバティブ取引関係）

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１．取引の状況に関する事項

①　取引の内容及び利用目的等

当社は、より多くの預金利息収益を獲得することを目的として、定期預金金額の一部を「継続選択権

付（複数権利行使型）パワードリバース自由金利型定期預金（為替相場水準継続判定特約条項付）」に

預入れております。この定期預金は、通貨オプション取引を組み込んだ複合金融商品（以下「デリバティ

ブ預金」と称す）であります。

また、金利関連においては変動金利の借入金の調達資金を固定金利の資金調達に換えるため、金利ス

ワップ取引を行っております。前述取引のほか、将来の原材料（黄銅材）価格の上昇による変動リスク

を回避する目的でコモデティ・スワップ取引を利用しております。

なお、ヘッジ有効性評価の方法他は重要な会計方針　６　ヘッジ会計の方法参照。

②　取引に対する取組方針

デリバティブ預金については、より多くの預金利息収益を獲得することを目的としております。また

金利関連のデリバティブ取引については、現在、借入金の変動金利を固定金利に変換する目的で金利ス

ワップ取引を利用しているのみであります。金利情勢が変化すれば、固定金利を変動金利に変換する取

引もありえますが、それは、固定金利の長期金銭債権債務等について、市場の実勢金利に合わせるとい

う目的を達成する範囲で行う方針であります。コモデティ・スワップ取引については、原材料（黄銅材）

の予定仕入量の一定の範囲内で行う方針であります。いづれのデリバティブ取引についても投機目的の

取引及びレバレッジ効果の高いデリバティブ取引は行わない方針であります。

③　取引に係るリスクの内容

デリバティブ預金においては、為替相場の変動によるリスクのほか、６ヶ月ごとに契約を継続するか

どうかの選択権が契約先側のみにあり当社は違約金を支払わなければ中途解約できないという約定となっ

ているため、中途解約の時期によっては支払う違約金の額が預金元本を毀損するリスクを有しておりま

す。

金利スワップ取引においては、市場金利の変動によるリスクを有しております。

コモデティ・スワップ取引においては、原材料（黄銅材）の価格の変動によるリスクを有しておりま

す。

なお、いずれのデリバティブ取引の契約先も信用度の高い国内の銀行であるため、相手先の契約不履

行によるいわゆる信用リスクは、ほとんどないと判断しております。

④　取引に係るリスク管理体制

デリバティブ取引の実行および管理は、管理本部が集中して実施しております。また、デリバティブ

取引をも含んだ財務報告は、月次の定例取締役会での報告事項となっております。なお、多額の借入金

等は取締役会の専決事項でありますので、それに伴う金利スワップ契約の締結等は、同時に取締役会で

決定されることとなります。

２．取引の時価等に関する事項

金利スワップ取引、コモデティ・スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しているため注

記の対象から除いております。

また、デリバティブ預金は時価評価の必要のない複合金融商品であり、注記の対象から除いております。
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　当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　１．取引の状況に関する事項

　①　取引の内容及び利用目的等

　当社は、より多くの預金利息収益を獲得することを目的として、定期預金金額の一部を「継続選択権

付（複数権利行使型）パワードリバース自由金利型定期預金（為替相場水準継続判定特約条項付）」に

預入れております。この定期預金は、通貨オプション取引を組み込んだ複合金融商品（以下「デリバティ

ブ預金」と称す）であります。

　また、金利関連においては変動金利の借入金の調達資金を固定金利の資金調達に換えるため、金利ス

ワップ取引を行っております。前述取引のほか、将来の原材料（黄銅材）価格の上昇による変動リスク

を回避する目的でコモデティ・スワップ取引を利用しております。

　なお、ヘッジ有効性評価の方法他は重要な会計方針　６　ヘッジ会計の方法参照。

　②　取引に対する取組方針

　デリバティブ預金については、より多くの預金利息収益を獲得することを目的としております。また

金利関連のデリバティブ取引については、現在、借入金の変動金利を固定金利に変換する目的で金利ス

ワップ取引を利用しているのみであります。金利情勢が変化すれば、固定金利を変動金利に変換する取

引もありえますが、それは、固定金利の長期金銭債権債務等について、市場の実勢金利に合わせるとい

う目的を達成する範囲で行う方針であります。コモデティ・スワップ取引については、原材料（黄銅材）

の予定仕入量の一定の範囲内で行う方針であります。いづれのデリバティブ取引についても投機目的の

取引及びレバレッジ効果の高いデリバティブ取引は行わない方針であります。

　③　取引に係るリスクの内容

　デリバティブ預金においては、為替相場の変動によるリスクのほか、６ヶ月ごとに契約を継続するか

どうかの選択権が契約先側のみにあり当社は違約金を支払わなければ中途解約できないという約定となっ

ているため、中途解約の時期によっては支払う違約金の額が預金元本を毀損するリスクを有しておりま

す。

　金利スワップ取引においては、市場金利の変動によるリスクを有しております。

　コモデティ・スワップ取引においては、原材料（黄銅材）の価格の変動によるリスクを有しておりま

す。

　なお、いずれのデリバティブ取引の契約先も信用度の高い国内の銀行であるため、相手先の契約不履

行によるいわゆる信用リスクは、ほとんどないと判断しております。

　④　取引に係るリスク管理体制

　デリバティブ取引の実行および管理は、経営管理部が集中して実施しております。また、デリバティ

ブ取引をも含んだ財務報告は、月次の定例取締役会での報告事項となっております。なお、多額の借入

金等は取締役会の専決事項でありますので、それに伴う金利スワップ契約の締結等は、同時に取締役会

で決定されることとなります。

 

　２．取引の時価等に関する事項

　金利スワップ取引、コモデティ・スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しているため注

記の対象から除いております。

　また、デリバティブ預金は時価評価の必要のない複合金融商品であり、注記の対象から除いております。
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（退職給付関係）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度　
（自　平成19年４月１日　
至　平成20年３月31日）　

１．採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制

度及び一時金制度を設けております。また、従業員の

退職等に際して、割増退職金を支払う場合があります。

１．採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制

度及び一時金制度を設けております。また、従業員の

退職等に際して、割増退職金を支払う場合があります。

　

２．退職給付債務に関する事項 ２．退職給付債務に関する事項

退職給付債務  1,069,269千円

年金資産    384,422千円

退職給付引当金    684,847千円

退職給付債務 981,800千円　

年金資産 327,120千円　

退職給付引当金 654,680千円　

当社は、退職給付債務の算定に当たり、期末自己都

合要支給額の全額を退職給付債務とする簡便法を採用

しているため、数理計算上の差額は発生しておりませ

ん。

当社は、退職給付債務の算定に当たり、期末自己都

合要支給額の全額を退職給付債務とする簡便法を採用

しているため、数理計算上の差額は発生しておりませ

ん。　

３．退職給付費用に関する事項 ３．退職給付費用に関する事項

退職給付費用    162,476千円 退職給付費用 125,218千円　

４．退職給付債務等の計算に基礎に関する事項

簡便法を採用しておりますので、該当事項はありま

せん。

４．退職給付債務等の計算に基礎に関する事項

簡便法を採用しておりますので、該当事項はありま

せん。　
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（ストック・オプション等関係）

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

該当事項はありません。

　当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　該当事項はありません。

 

（税効果会計関係）

前事業年度
（平成19年３月31日）

当事業年度
（平成20年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

（繰延税金資産）  

貸倒引当金限度超過額     29,491千円

貸倒損失額     66,730千円

賞与引当金     26,699千円

未払事業税      945千円

固定資産評価減     73,950千円

退職給付引当金    273,938千円

製品補償引当金      5,128千円

繰越欠損金 686,996千円

その他     31,421千円

繰延税金資産小計   1,195,301千円

評価性引当額 △1,195,301千円

繰延税金資産合計       －千円

（繰延税金負債）  

その他投資有価証券評価差額金      11,293千円

繰延ヘッジ損益  92,134千円

繰延税金負債合計  103,427千円

差引：繰延税金負債の純額  △103,427千円

（繰延税金資産）  

貸倒引当金限度超過額 20,413千円

貸倒損失額 66,730千円

賞与引当金 25,732千円

未払事業税 4,158千円

固定資産評価減 73,950千円

退職給付引当金 261,872千円

減損損失 4,043千円

繰越欠損金 891,617千円

その他有価証券評価差額金　 53,883千円　

その他 60,927千円

繰延税金資産小計 1,463,328千円

評価性引当額 △1,463,328千円

繰延税金資産合計       －千円

（繰延税金負債）  

繰延ヘッジ損益 65,798千円

繰延税金負債合計 65,798千円

差引：繰延税金負債の純額 △65,798千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

 　　　当事業年度は税引前当期純損失であるため、法定実

効税率との差異の原因は記載を省略しております。

 　　　当事業年度は税引前当期純損失であるため、法定実

効税率との差異の原因は記載を省略しております。

（持分法損益等）

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　当社には関連会社がないため、該当事項はありません。

　当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　  　 当事業年度より連結財務諸表を作成しているため、該当ありません。
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（関連当事者との取引）

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

兄弟会社等

属性
会社等の名
称

住所
資本金又
は出資金
（千円）

事業の内
容又は職
業

議決権等の
所有（被所
有）割合

（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社の関

連会社

㈱感性デバ

イシーズ

（注２）

長野県

上田市 
48,000

サービス

業

被所有 

 直接3.3％
 兼任1

業務委

託契約

広告の企

画・立案
126 － －

　（注１）取引金額には消費税等が含まれておりません。

　（注２）取引条件及び取引条件の決定方法

業務委託契約については、市場価格等を勘案して、価格交渉の上、価格を決定しております。

なお、株式会社感性デバイシーズは、株式会社バナーズ（株式会社東京証券取引所　市場第二部）の持分法適用関連

会社で当社との関係は兄弟会社等でありましたが、平成19年３月22日に開催された株式会社バナーズの取締役会におい

て子会社の除外を決議したため、平成19年３月末日をもって兄弟会社等ではなくなりました。

　当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

当事業年度
（自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日）

１株当たり純資産額       190.67円

１株当たり当期純損失      82.74円

１株当たり純資産額 140.55円

１株当たり当期純損失 19.80円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

（追加情報）

「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第４号）が平成18年１月31日付で

改正されたことに伴い、当事業年度から繰延ヘッジ損益

（税効果調整後）の金額を普通株式に係る当事業年度末の

純資産に含めております。

なお、前事業年度末において採用していた方法により算

定した当事業年度末の１株当たり純資産額は、182.18円で

あります。

（追加情報）

─────────

 

１株当たり当期純利益の算定上の基礎 １株当たり当期純利益の算定上の基礎

損益計算書上の当期純損失 1,347,994千円

普通株式に係る当期純損失 1,347,994千円

損益計算書上の当期純損失 561,547千円

普通株式に係る当期純損失 561,547千円

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

該当事項はありません。

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

該当事項はありません。

普通株式の期中平均株式数     16,292千株 普通株式の期中平均株式数 28,357千株

 ───────── 希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式の概要

第１回無担保転換社債型新株予約権付社債（券面総額

2,000,000千円、残高800,000千円）、第１回新株予約権の

数500個、未行使数364個。
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（重要な後発事象）

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１．資本の増減等に関する事象

①重要な新株等の発行

平成19年４月６日開催の取締役会において第三者割当による第１回無担保転換社債型新株予約権付社債及び

第１回新株予約権（平成19年４月６日有価証券届出書提出）の発行について決議いたしました。その内容は、

以下のとおりであります。

第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の概要

１．発行総額 金20億円 

２．各社債の金額 金１億円の１種 

３．記名・無記名の別 無記名方式 

４．発行価額
額面100円につき金100円とし、本新株予約権と引き換えに金銭の払い込みは

要しない。

５．払込期日 平成19年４月23日

６．償還期日 平成24年４月23日

７．利率  本社債には利息は付さない。

８．本新株予約権の目的となる株式

の種類及び数

（1）種類　当社　普通株式

（2）数　　本新株予約権の行使により当社が当社普通株式を新たに発行し又は

これに代えて当社の保有する当社普通株式を移転（以下当社普通株

式の発行又は移転を「発行・移転」という。）する数は、行使請求

に係る本社債の発行価額の総額を転換価額（以下に定義する。）で

除した数とする。但し、行使により生じる１株未満の端数は切り捨

て、現金による調整は行わない。また、本新株予約権の行使により

単元未満株式（１単元の株式の数は100株）が発生する場合、会社法

に定める単元未満株式の買取請求権が行使されたものとして現金に

より精算する。

９．募集の方法 第三者割当の方法により全額をグリーン投資事業有限責任組合１号に割当て

る。

10．新株予約権の行使時の払込金額 （1）各本新株予約権の行使に際して払込をなすべき額は、本社債の発行価額と

同額とする。

（2）転換価額は、当初152円とする。

（3）転換価額の修正は行わない。

11．発行価額のうち資本へ組み入れ

る額

会社計算規則第40条第１項の規定に従い算出される資本金等増加限度額の２

分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じる場合は、その端数を切

り上げた金額とする。

12．資金調達の目的 生産コストの低減を図るために、積極的に海外進出を行い海外の安い労働力

による工場の生産効率を高めることが重要と考え、以下の目的で資金調達を行

いました。

（1）財務体質の強化

（2）海外進出及び国内外メーカーのＭ＆Ａ

（3）老朽化した生産設備の廃棄及び最新設備への投資
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第１回新株予約権

１．発行価額の総額 金52,560,000円

２．発行価格 １個につき金105,120円（１株につき1.6円）

３．申込期間 平成19年４月23日

４．割当日 平成19年４月23日

５．本新株予約権の目的となる株式

の種類及び数

（1）種類　当社　普通株式

（2）数　　32,850,000株（新株予約権１個当たり65,700株）　なお、「新株予

約権の行使時の払込金額」欄第４項によって行使価額が調整される

場合には本項の株式の数が調整されることがある。

６．募集の方法 第三者割当の方法によりグリーン投資事業有限責任組合１号に250個、アセッ

トバリュー投資事業有限責任組合に250個を割当てる。

７．本新株予約権の行使に際して払

い込むべき額

（1）各本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、行使価額（以下

に定義する。ただし、本欄第４項によって調整された場合は調整後の行使

価額）に割当株式数を乗じた額とする。

（2）行使請求にかかる割当株式数は、9,986,400円に行使請求にかかる新株予約

権の数を乗じた額を行使価額で除した数とする。

（3）行使価額は、当初152円とする。

８．新株予約権の行使期間 平成19年４月24日から平成21年４月23日まで

９．発行価額のうち資本へ組み入れ

る額

会社計算規則第40条第１項の規定に従い算出される資本金等増加限度額の２

分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じる場合は、その端数を切

り上げた金額とする。

10．新株予約権の行使の条件 各新株予約権の一部行使はできないものとする。

11．資金調達の目的 生産コストの低減を図るために、積極的に海外進出を行い海外の安い労働力

による工場の生産効率を高めることが重要と考え、以下の目的で資金調達を行

いました。

（1）財務体質の強化

（2）海外進出及び国内外メーカーのＭ＆Ａ

（3）老朽化した生産設備の廃棄及び最新設備への投資

なお、平成19年５月31日現在において以下のとおり第１回無担保転換社債型新株予約権付社債及び第１回

新株予約権の行使が行われ、発行済株式総数が変更しております。

１．第１回無担保転換社債型新株予約権付社債

①　交付株式数         7,894,735株

（うち、新株発行分　7,894,735株）（うち、自己株式移転分　　―　株）

②　行使額面総額　 1,200,000,000円（転換率60.00％）

 　③　未行使残存額 　  800,000,000円

２．第１回新株予約権

①　交付株式数           919,800株

（うち、新株発行分　  919,800株）（うち、自己株式移転分　　―　株）

②　行使額面総額     139,809,600円（転換率2.80％）

③　未行使残存額   4,853,390,400円
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②重要な資本の減少

平成19年6月28日開催した第62回定時株主総会において、平成19年３月期における欠損を填補し、財務体

質の健全化を図るとともに分配可能額を創出するため、資本金の減少について付議し、原案のとおり承認可

決いたしました。その内容は、以下のとおりであります。

１．減少した資本金の額

平成19年３月31日現在の資本金の額2,315,000,000円を920,000,000円減少し、1,395,000,000円となりま

した。

２．資本金の減少の方法

資本金は、発行済株式総数の変更を行わず、資本金の額のみを減少いたしました。

３．資本金の額の減少の日程

（1）取締役会決議日 平成19年５月11日（金曜日）

(2）債権者異議申述開始期日 平成19年５月28日（月曜日）

 (3）株主総会決議日 平成19年６月28日（木曜日）

(4）債権者異議申述最終期日 平成19年６月28日（木曜日）

(5）資本金の額の減少の効力発生日 平成19年６月29日（金曜日）

２．子会社等に関する事項

平成19年４月25日開催の取締役会において子会社「ＭＳエイジア株式会社」を設立することを決議いたし

ました。その目的および概要は、以下のとおりであります。

１．子会社設立の目的

当社のアジア地域の海外事業を積極的に展開、推進するための会社として当社の100％出資により平成19

年５月１日に設立いたしました。

また、ＭＳエイジア株式会社は、上述の当社の海外向け製品群を取り扱う商社的機能の他に、国内外のガ

スバルブ関連企業のＭ＆Ａ事業を展開するとともに、当社の今後の海外生産拠点の確保および整備のための

水先案内人として機能し、さらには、今後予定している海外での生産による製造コストの低減等にも寄与す

ることを期待するのと同時にＭＳエイジア株式会社との連携により、海外での事業拡大を図っていくことを

目的としております。

２．子会社の概要

（1）商号 ＭＳエイジア株式会社（英字名称：MS ASIA Co., Ltd.） 

(2）本店所在地 東京都港区芝大門一丁目10番１号

 (3）代表者 小林達也

(4）主な事業の内容 バルブの製造販売、輸出入 

(5）取得する株式の数 12,000株

(6）取得価額 600,000千円

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

該当事項はありません。
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６．その他
(1）役員の異動

①　代表取締役の異動

 該当事項はありません。

 ②　その他の役員の異動

   ・新任取締役候補

　取締役　　田中　敏男（現　当社経営管理）

　・退任予定取締役

　取締役　　高橋　章夫　

　　 取締役　　千村　幸治

　 ・新任監査役候補

　高橋　章夫（現　当社取締役）

　  ・退任予定監査役

　   （非常勤）小岩　猛紀

 

　  ③　就任予定日

　 平成20年6月27日
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